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鉄鋼産業における輸出入先上位10か国（2019年）

【鉄鋼産業_産業の現状】

独仏は近隣の欧州諸国との取引が活発だが、

欧州全域あるいは英国では中国からの輸入が多くなっている

備考：UN ComtradeにおけるHSコードのうち、品目：【72 - Iron and steel（鉄鋼）】 及び【73 - Iron or steel articles（鉄鋼製品）】の値を採用。

出所：UN Comtrade Database

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア

中国 16% フランス 9% ドイツ 20% アイルランド 8% 米国 15% 中国 14% カナダ 29%

韓国 16% オランダ 8% スペイン 11% ドイツ 8% トルコ 11% 日本 13% メキシコ 29%

タイ 13% ポーランド 7% ベルギー 11% 米国 7% スイス 8% 米国 10% トルコ 3%

米国 8% イタリア 7% イタリア 10% フランス 6% 中国 7% インド 8% 中国 3%

ベトナム 6% オーストリア 6% 米国 5% トルコ 6% ノルウェー 5% メキシコ 6% その他アジア 2%
インドネシア 6% ベルギー 5% 英国 4% オランダ 6% ロシア 4% ベトナム 6% 韓国 2%

その他アジア 5% チェコ 5% トルコ 4% スペイン 5% インド 4% タイ 5% インド 2%

メキシコ 4% 米国 5% ポーランド 3% スウェーデン 4% メキシコ 3% インドネシア 3% 英国 2%

インド 4% スイス 5% オランダ 2% インド 4% カナダ 2% トルコ 3% ドイツ 2%

マレーシア 3% 中国 4% ルクセンブルグ 2% イタリア 3% 不明地域 2% その他アジア 3% 日本 2%

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア

中国 35% イタリア 12% ドイツ 20% デンマーク 13% 中国 23% 中国 41% 中国 19%

韓国 25% フランス 9% ベルギー 16% ドイツ 12% トルコ 11% 日本 28% カナダ 14%

その他アジア 8% オーストリア 8% イタリア 15% 中国 11% ロシア 9% 米国 4% メキシコ 11%

米国 4% ベルギー 8% スペイン 10% ベルギー 6% インド 6% インドネシア 3% その他アジア 6%

ベトナム 4% オランダ 7% 中国 6% イタリア 6% 韓国 6% その他アジア 3% 韓国 6%
カザフスタン 3% ポーランド 7% オランダ 3% スペイン 5% ウクライナ 6% ブラジル 2% ブラジル 6%
タイ 2% 中国 7% 英国 3% オランダ 5% 米国 5% ロシア 2% ドイツ 5%
ブラジル 2% チェコ 6% 米国 2% フランス 5% その他アジア 5% ドイツ 2% 日本 4%
南アフリカ 2% スウェーデン 3% ポーランド 2% トルコ 5% スイス 4% インド 2% インド 3%
マレーシア 2% スペイン 3% フランス 2% 米国 4% ブラジル 3% ベトナム 2% ロシア 3%

産業の現状 環境の変化 ビジネス像 技術と課題 コストギャップ 政策支援
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化学産業における輸出入先上位10か国（2019年）

【化学産業_産業の現状】

化学品は欧州・米国・中国などの間で幅広く取引が行われている

出所：UN Comtrade Database

備考：UN ComtradeにおけるHSコードのうち、品目：【28- Inorganic chemicals; organic and inorganic compounds of precious metals; of rare earth metals, of radio-active elements and of isotopes（無機化学

品及び貴金属、希土類金属、放射性元素又は同位元素の無機又は有機の化合物）】 及び【29 - Organic chemicals（有機化学品）】の値を採用。

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア

中国 30% 米国 10% ドイツ 15% 米国 36% 米国 37% 中国 51% メキシコ 14%

韓国 14% フランス 9% 米国 8% ドイツ 11% スイス 9% 日本 7% カナダ 9%

米国 13% オランダ 8% イタリア 8% オランダ 9% 中国 7% その他アジア 7% 日本 7%

その他アジア 11% ベルギー 7% スペイン 7% ベルギー 7% 日本 4% 米国 5% ベルギー 7%

タイ 4% 中国 6% ベルギー 7% フランス 6% 機密パートナー 4% インド 5% 韓国 6%
ドイツ 4% イタリア 5% 英国 6% アイルランド 4% トルコ 4% マレーシア 2% 中国 6%
インド 3% 英国 5% オランダ 6% スイス 3% ブラジル 4% トルコ 2% ブラジル 5%
インドネシア 2% スペイン 4% アイルランド 5% スペイン 3% インド 3% ベトナム 2% インド 5%
オランダ 2% スイス 4% 中国 4% インド 2% 韓国 3% タイ 1% オランダ 4%
ベルギー 2% ポーランド 4% スイス 4% 中国 2% カナダ 3% インドネシア 1% イタリア 3%

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア

中国 27% アイルランド 21% ドイツ 17% オランダ 19% スイス 21% 中国 36% アイルランド 23%

米国 18% ベルギー 11% ベルギー 13% ドイツ 13% 米国 18% 日本 17% 中国 14%

韓国 8% スイス 10% 米国 11% 中国 9% 中国 17% 米国 13% カナダ 8%

ドイツ 6% オランダ 8% オランダ 9% 米国 9% インド 6% ドイツ 5% スイス 6%

ベルギー 4% 中国 7% 中国 7% ベルギー 8% ロシア 5% その他アジア 3% ドイツ 6%
アイルランド 4% 米国 5% オーストリア 5% フランス 7% シンガポール 4% インド 3% 日本 5%
インド 4% フランス 5% アイルランド 5% アイルランド 6% 日本 4% チリ 2% インド 4%
その他アジア 3% イタリア 4% スイス 5% スペイン 3% ノルウェー 3% サウジアラビア 2% シンガポール 4%
イタリア 3% 英国 4% 英国 4% インド 3% サウジアラビア 2% カナダ 1% 英国 4%
フランス 2% シンガポール 4% イタリア 4% イタリア 3% 韓国 2% ロシア 1% オランダ 3%

産業の現状 環境の変化 ビジネス像 技術と課題 コストギャップ 政策支援
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窯業土石産業における輸出入先上位10か国（2019年）

【セメント産業_産業の現状】

欧州では、欧州域内・米国・中国を中心に取引が行われている

出所：UN Comtrade Database

備考：UN ComtradeにおけるHSコードのうち、品目：【68 - Stone, plaster, cement, asbestos, mica or similar materials; articles thereof（石、プラスター、セメント、石綿、雲母その他これらに類する材料の製品）】の値を

採用。

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア

中国 22% フランス 8% ドイツ 14% ドイツ 19% 米国 25% 米国 32% カナダ 29%

米国 18% オランダ 8% 英国 12% アイルランド 11% スイス 11% 中国 16% メキシコ 12%

韓国 8% オーストリア 8% イタリア 9% 米国 11% 中国 7% 日本 9% ドイツ 8%

その他アジア 8% スイス 7% スペイン 9% フランス 6% ノルウェー 5% ベトナム 5% 中国 6%

ドイツ 7% 米国 7% スイス 7% イタリア 5% ロシア 4% その他アジア 4% 日本 5%
タイ 4% ポーランド 6% 米国 6% 中国 4% トルコ 3% インド 3% 英国 5%
フィリピン 3% 英国 6% ベルギー 6% オランダ 4% オーストラリア 3% フランス 2% イタリア 4%
ベトナム 2% イタリア 5% オランダ 4% オーストリア 3% メキシコ 2% イタリア 2% フランス 3%
インド 2% 中国 4% 日本 3% マレーシア 3% アラブ首長国連邦 2% ドイツ 2% 韓国 3%
香港 2% スペイン 4% 中国 2% ポーランド 3% カナダ 2% ロシア 2% アラブ首長国連邦 3%

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア

中国 59% 中国 12% スペイン 19% ドイツ 14% 中国 31% 中国 62% 中国 14%

米国 12% 米国 11% ドイツ 15% 中国 14% 米国 21% 日本 12% カナダ 13%

韓国 7% フランス 7% ベルギー 11% スペイン 12% インド 8% 米国 7% ブラジル 9%

タイ 2% オーストリア 7% イタリア 8% 米国 9% 日本 7% ベトナム 4% メキシコ 9%

ドイツ 2% ポーランド 7% 米国 7% フランス 7% トルコ 6% イタリア 2% インド 9%
英国 2% チェコ 6% 中国 6% オランダ 5% スイス 5% ドイツ 2% イタリア 7%
フランス 2% スペイン 5% ポルトガル 3% アイルランド 5% ロシア 4% インドネシア 1% トルコ 6%
イタリア 1% 日本 5% トルコ 3% イタリア 5% 韓国 2% フランス 1% 日本 6%
ベトナム 1% オランダ 5% オランダ 3% インド 4% ノルウェー 2% タイ 1% スペイン 5%
マレーシア 1% イタリア 5% ポーランド 3% ベルギー 4% ベトナム 2% エジプト 1% ドイツ 4%

産業の現状 環境の変化 ビジネス像 技術と課題 コストギャップ 政策支援
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製紙産業における輸出入先上位10か国（2019年）

【製紙産業_産業の現状】

独仏では域内諸国との取引の占める割合が大きいが、

欧州全域でみると米中との貿易の存在感が大きい

出所：UN Comtrade Database

備考：UN ComtradeにおけるHSコードのうち、品目：【47 - Pulp of wood or other fibrous cellulosic material; waste and scrap of paper or paperboard（木材パルプ、繊維素繊維を原料とするその他のパルプ及び古

紙）】及び【48 - Paper and paperboard; articles of paper pulp, of paper or paperboard（紙及び板紙並びに製紙用パルプ、紙又は板紙の製品）】の値を採用。

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア 輸出先 シェア

中国 28% フランス 11% ドイツ 19% アイルランド 18% 中国 12% 米国 19% カナダ 23%

韓国 11% ポーランド 10% スペイン 13% ドイツ 10% 米国 12% 中国 12% メキシコ 20%

その他アジア 9% オランダ 9% イタリア 10% フランス 9% トルコ 7% ベトナム 11% 中国 13%

米国 9% オーストリア 7% ベルギー 9% 米国 8% スイス 7% インド 6% 日本 4%

ベトナム 9% イタリア 7% 英国 8% 中国 6% ロシア 6% 日本 6% インド 4%
タイ 8% 英国 6% オランダ 6% オランダ 6% インド 3% マレーシア 5% イタリア 2%
マレーシア 5% ベルギー 6% ポーランド 4% インド 4% ノルウェー 3% インドネシア 5% 韓国 2%
インド 3% スイス 4% 米国 3% イタリア 3% エジプト 3% オーストラリア 3% インドネシア 2%
インドネシア 3% 米国 4% スイス 3% ベルギー 3% メキシコ 2% タイ 3% ドイツ 2%
フィリピン 3% チェコ 4% 中国 2% トルコ 2% ウクライナ 2% ロシア 3% その他アジア 2%

日本 ドイツ フランス 英国 EU-27 韓国 米国

輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア 輸入元 シェア

中国 30% スウェーデン 14% ドイツ 23% ドイツ 15% 米国 19% 中国 16% カナダ 38%

米国 21% フィンランド 13% イタリア 13% スウェーデン 11% 中国 19% 米国 16% 中国 15%

インドネシア 10% ポーランド 9% スペイン 10% 中国 9% ブラジル 16% 日本 11% ブラジル 8%

カナダ 7% オーストリア 9% ベルギー 7% フィンランド 9% スイス 6% インドネシア 11% メキシコ 6%

フィンランド 5% フランス 8% スウェーデン 6% フランス 6% ウルグアイ 6% カナダ 7% ドイツ 4%
ブラジル 4% オランダ 8% フィンランド 6% オランダ 6% ノルウェー 5% チリ 6% フィンランド 4%
韓国 4% イタリア 6% オランダ 5% イタリア 5% トルコ 5% ブラジル 6% 韓国 3%
ドイツ 3% スイス 4% ブラジル 4% 米国 5% ロシア 4% タイ 4% インドネシア 2%
ベトナム 3% ブラジル 3% 英国 4% ポーランド 3% チリ 3% ウルグアイ 3% スウェーデン 2%
チリ 2% チェコ 3% 中国 4% ブラジル 3% カナダ 3% ロシア 3% 日本 2%

産業の現状 環境の変化 ビジネス像 技術と課題 コストギャップ 政策支援
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エネルギー別整理結果詳細（電力）

【エネルギーコストについて_将来予測】

2030年の電力価格は、2018年と比較した場合、電化拡大による電力需要の増加や

再エネ導入による設備投資の増大により全体的に上昇が見込まれている

日
本

欧
州

米
国

注：横並びでの比較のため、コロナの影響で起きた価格の大幅変動を度外視する必要がありかつレポートにより価格の定義や算定条件が異なることから、2018年の単一年を基準に2020年、2030年の価格変動幅を比較

出所：国際エネルギー機関（IEA）「World Energy Outlook」（2019,2020,2021）、欧州委員会（EU）「A Clean Planet for All - In-depth analysis in support of the commission communication」

（2018/11）、富士経済「電力・ガス・エネルギー市場戦略総調査2021」（2021/6）、米国エネルギー情報局（EIA）「Annual Energy Outlook 2021」（2021/2）、日立シナジー「North America power reference 

case」「Europe power reference case」（2020/4）

or

価格の増減

将来予測の幅

⚫電化等による電力需要の拡大、再エネ導入に伴う設備投

資増大等により、全体的に電力価格上昇が見込まれている

➢ 熱や輸送部門を中心とした電化促進による電力需要の増加、

再エネ導入による輸送・貯蔵段階の設備投資が増大の見込み

✓ 熱や輸送部門の電化、第三次産業（レジャーやIT等）の電力需要

拡大により、電力供給量が2018年比で約1.4倍必要になる見通し

✓ 再エネの大量導入に伴い、分散型・集中型両方の電力システムに

対応した設備の導入や増強は必要になる

• 蓄電機能の拡大（蓄電システム導入）

• 相互接続容量の拡大（系統の増強）

• エネルギー効率の向上（高効率機器の導入） 等

⚫米国において発電用燃料価格上昇度合や需要増加度合

等の上昇要因とエネルギー効率向上による低下要因を見込

んでおり、その度合で将来予測に差異が生じている可能性

➢ 上昇要因として発電に用いる天然ガス価格の上昇や電化等による

需要増加が想定される一方、エネルギー効率向上設備・機器の導

入拡大が価格上昇を抑制する要因となりうる
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エネルギー別整理結果詳細（天然ガス）

【エネルギーコストについて_将来予測】

天然ガス価格は、2018年と比較した場合、日本・欧州では低下が見込まれる一方、

米国では国内生産・輸出量の拡大と新規油田開発投資により価格上昇が見込まれる

日
本

欧
州

米
国

注：横並びでの比較のため、コロナの影響で起きた価格の大幅変動を度外視する必要がありかつレポートにより価格の定義や算定条件が異なることから、2018年の単一年を基準に2020年、2030年の価格変動幅を比較

出所：国際エネルギー機関（IEA）「World Energy Outlook」（2019,2020,2021）、世界銀行（WB）「Commodity Market Outlook」（2020,2021）、日本エネルギー経済研究所「IEEJ Outlook」

（2020,2021,2022）、ガス輸出国国際フォーラム（GECF）「Global Gas Outlook 2050 Synopsis」（2020/10）、米国エネルギー情報局（EIA）「Annual Energy Outlook 2021」（2021/2）

or

価格の増減

将来予測の幅

⚫日本や欧州は需要減少により低下する一方、米国は生産

量増大及び新規油田開発促進で価格上昇が見込まれる

➢ 国内生産で需要を賄う米国は、生産・輸出の増大と新規の油田

開発促進等が天然ガス価格の上昇に影響していると言及している

✓ 米国では、中南米での需要増加に伴い、米国内での生産量増大及び

輸出量増大が見込まれている

✓ 生産量拡大に伴う既存の油田プラント増強に加え、2017年3月に署名

された「エネルギーの自立と経済成長の促進策」により、新規の油田開

発を継続して実施している

⚫－
（将来予測に若干の幅はあるものの、基本的に2018年と比較して

同様の増減幅が見込まれている）

※液化天然ガスのみを

対象とする

※IEEJは英国のデータ
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エネルギー別整理結果詳細（原油）

【エネルギーコストについて_将来予測】

2030年の原油価格は、2018年と比較した場合、レポートにより上昇・低下の異なる傾向が

見込まれており、価格の不確実性の高さがあると想定

注：横並びでの比較のため、コロナの影響で起きた価格の大幅変動を度外視する必要がありかつレポートにより価格の定義や算定条件が異なることから、2018年の単一年を基準に2020年、2030年の価格変動幅を比較

出所：国際エネルギー機関（IEA）「World Energy Outlook」（2019,2020,2021）、世界銀行（WB）「Commodity Market Outlook」（2020,2021）、日本エネルギー経済研究所（IEEJ）「IEEJ Outlook」

（2020,2021,2022）、ブラジルエネルギー研究公社（EPE）「Oil Price Forecasts 2021-2030」（2021/2）、ガス輸出国国際フォーラム（GECF）「Global Gas Outlook 2050 Synopsis」（2020/10）、

米国エネルギー情報局（EIA）「Annual Energy Outlook 2021」（2021/2）

価格の増減

将来予測の幅

⚫ レポートにより需要の回復や増加度合、産出国の生産計画、

エネルギー効率向上度合により予測が分かれている

➢ 【上昇要因】新興国や輸送部門を中心とした需要増加及び産出国で

の収益性重視の事業実施により価格高騰の可能性が言及されている

✓ 中東、中国、インドを中心とした新興国で石油需要が増加すると見込まれて

おり、2030年までに2020年比1500万バレル上昇の見込

➢ 【低下要因】需要側でのエネルギー効率向上等の技術進展等により

価格低下の可能性が言及されている

✓ 省エネ機器の導入拡大等による需要側でのエネルギー効率の向上により、

1990年から2019年における平均的な価格水準（60＄/bbl）に到達可能

（GECF）

※新興国での経済成長鈍化により原油の需要増加が限定的となる可能性

も示唆されている

⚫上記の上昇・低下要因の度合いにより、2030年の原油価格予

測に大幅な差異が生じている可能性有

➢ レポートにより供給側の生産計画、需要側の需要増加度合やエネルギー

効率向上等の技術進展等の観点から異なる条件を設定している可能

性が推察される
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エネルギー別整理結果詳細（一般炭）

【エネルギーコストについて_将来予測】

2030年の一般炭価格は、2018年と比較した場合、先進国での需要減少やそれに伴う

設備投資の縮小により全体的に下落する見通しであることが報告されている

日
本

欧
州

米
国

注：横並びでの比較のため、コロナの影響で起きた価格の大幅変動を度外視する必要がありかつレポートにより価格の定義や算定条件が異なることから、2018年の単一年を基準に2020年、2030年の価格変動幅を比較

出所：国際エネルギー機関（IEA）「World Energy Outlook」（2019,2020,2021）、世界銀行（WB）「Commodity Market Outlook」（2020,2021）、ガス輸出国国際フォーラム（GECF）「Global Gas Outlook 

2050 Synopsis」（2020/10）、米国エネルギー情報局（EIA）「Annual Energy Outlook 2021」（2021/2）

価格の増減

将来予測の幅

⚫先進国での需要減少及びそれに伴う設備投資縮小により、

対象国すべてにおいて価格の下落が見込まれている

➢ 脱石炭の促進や他燃料への移行により一般炭の需要減少するた

め、先進国での一般炭価格は下落する可能性が言及されている

✓ 先進国における一般炭需要について、2030年までに約300万tの減少

が見込まれている

✓ 石炭火力発電所の廃止について、先進国を中心に推進され、

2030年までに計約35GW分の発電所廃止が見込まれている

⚫米国における一般炭の需要減少が大幅に見込まれているこ

とから、一般炭価格の大幅な下落が見込まれている

➢ 米国における脱石炭推進に加え、天然ガス価格減少に伴う石炭か

ら天然ガスへの移行により一般炭需要の大幅な減少が見込まれる

✓ GECFによると、米国における脱石炭の促進と天然ガス価格減少に伴う

石炭から天然ガスへの需要移行が大幅に進むと想定していることから、

一般炭価格の大幅な減少を見込んでいる

（2030年における天然ガスの価格は2018年と比べ約2割の下落を

見込んでいる）

※World Bankのデータは

輸入の約半数を占める

豪州のデータを使用





1. エネルギーコストの分析

➢ 現状

➢ 将来予測

2. エネルギーコスト変化によるインパクト

➢ 最終消費の実態

➢ 製品価格へのインパクト

➢ 諸外国におけるエネルギーコスト変化のインパクト

135







1. エネルギーコストの分析

➢ 現状

➢ 将来予測

2. エネルギーコスト変化によるインパクト

➢ 最終消費の実態

➢ 製品価格へのインパクト

➢ 諸外国におけるエネルギーコスト変化のインパクト

138













◼ 産業部門におけるエネルギーコストの割合は以下の数式より計算

エネルギーコストの割合 ＝ エネルギー使用額 ÷ 製造品の生産額

エネルギー使用額 ＝ 各燃料使用額の合計 ＋ 電力使用額

◼ エネルギー使用額と製造品の生産額は工業統計調査及び延長産業連関表より入手する

➢データが2種類、推計結果も2種類となる

◼ 両統計による分析結果が異なりえる要因は以下のとおり：

➢ 「最新データの対象年次」の不整合：工業統計調査の結果は延長産業連関表より早く公表される

➢ 「部門分類と粒度」の不整合

➢ 「集計単位」の不整合

➢ 「分子」におけるの計上要素の不整合（生産者価格≠購入者価格、原料系の計上の有無）

➢ 「分母」の不整合（生産額は両統計にあるが、製造品出荷額等は工業統計調査にしかない）

◼ 両統計比較のため、整合性が取れる項目「対象年次」、「部門分類と粒度」、「分母」を整合させた比較グラフを作成した。その

上、各統計の特性を生かしたグラフをいくつか整理した。

◼ 一方、 「集計単位」と「分子」は統計の性質上、整合性が取れないため、統計の違いを念頭に置きながら推計結果を見ることが

重要。

144

エネルギーコストの割合の推計方法について

【エネルギーコスト変化によるインパクト_最終消費の実態】

製造品の生産額に占めるエネルギー使用額は工業統計調査と延長産業連関表より推計
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シミュレーションにおける再エネ発電コストの入力方法（詳細）

【再エネ設置コストの内訳及び重要因子の整理】

発電技術 地域区分 コスト分類 設備導入費用単価 、設備寿命 出所

太陽光発電

①住宅系建築

物及び商業系建

築物

（1分類）

351ノード

（コストは全

国共通）

各ノードに初期

費用を3分類

【初期費用】

コストレベル１：2018年：30万円/kW、2030年以降：20.1万円/kW
コストレベル２：2018年：35万円/kW、2030年以降：23.45万円/kW
コストレベル３：2018年：40万円/kW、2030年以降：26.8万円/kW
（2030年以降の初期費用＝2018年の初期費用×0.67）

【寿命】25年

【発電効率】戸建住宅：10m2/kW、戸建住宅以外：12m2/kW

環境省ポテンシャル調査、

発電コスト検証WG【再生可能エ

ネルギー】（令和3年4月）を参

考に設定

※PVの初期費用は設備費、空

間整備費（レベル1：0円/㎡、

レベル2：5,000円/㎡、レベル3：

10,000円/㎡）、接続費用を含

む。空間整備費は、パネル設置

のための土地造成費、防護柵、

架台等を想定している。

②公共系建築

物、

③発電所・工

場・物流施設、

④低・未利用地、

⑤農地

（4分類）

47都道府県

（コストは全

国共通）

各ノードに初期

費用を3分類

【初期費用】

コストレベル１：2018年：28万円/kW、2030年以降：13.72万円/kW
コストレベル２：2018年：35.5万円/kW、2030年以降：17.40万円/kW
コストレベル３：2018年：43万円/kW、2030年以降：21.07万円/kW
（2030年以降の初期費用＝2018年の初期費用×0.49）

【寿命】25年

【発電効率】農地：16m2/kW、農地以外：12m2/kW

陸上風力発電 351ノード

各ノードに初期

費用を5分類に

集計

【初期費用】＝【設備費】＋【道路整備費】＋【送電線敷設費】

【設備費】2018年に25.00万円/kW
【道路整備費】平地：25百万円/km、山岳地：85百万円/km（原則と

して山岳地の値を使用する）。なお、道路整備は迂回を考慮して「道路か

らの距離」×2とする。

【送電線敷設費】平地：35百万円／km、山岳地：55百万円／km。

66kV送電線を想定する。原則として山岳地の値とする。

（初期費用の結果幅：25.00万円/kW～41.28万円/kW）

（2030年以降の初期費用＝2018年の初期費用×0.92）

【O&M固定費】0.6万円/kW/年
【寿命】25年

環境省ポテンシャル調査、

発電コスト検証WG【再生可能エ

ネルギー】（令和3年4月）を参

考に設定

※陸上風力の初期費用は設備

費、道路整備費、送電線敷設

費を含む。

注：ここでは新設発電所のみを整理。

既設発電所は別途モデル上に考慮。

LCOEコスト (円/kWh)＝固定費(円/kW) ÷（設備寿命 (年)×設備利用率×年間時間数 (h) ）＋変動費(円/kWh)
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シミュレーションにおける再エネ発電コストの入力方法（詳細）

【再エネ設置コストの内訳及び重要因子の整理】

発電技術 地域区分 コスト分類 設備導入費用単価、設備寿命 出所

洋上風力発電 351ノード
各ノードに初期費

用を5分類に集計

【初期費用・水深60m未満】 2018年に0.5062×水深（m）

+46.63（万円/kW）

（2030年以降の初期費用＝2018年の初期費用×1.01）

【初期費用・水深60m以上（浮体式）】

2018年：58.80万円/kW
（2030年以降の初期費用＝2018年の初期費用×0.9）

（2018年の初期費用の結果幅：46.63～58.80万円/kW）

【O&M固定費】0.72万円/kW/年
【寿命】25年

環境省ポテンシャル調査、日本海洋データセン

ター 500mメッシュ水深、NEDO NeoWins（洋

上風況マップ）、

発電コスト検証WG【再生可能エネルギー】

（令和3年4月）を参考に設定

※洋上風力発電の初期費用は基礎・浮体
設備費、送電線敷設費、開業費等を含む。

水力発電
中小規模水力 351ノード

各ノードにコストを5
分類に集計

【初期費用】＝【発電所建設費】＋【道路整備費】＋【送電線敷設費】＋

【開業費】

【発電所建設費】＝出力、流量、落差などから計算。

【道路整備費】＝50百万円/km（当該仮想発電所の「道路

からの距離」×2（迂回距離考慮）を道路整備延長とする）

【送電線敷設費】＝5百万円/km（低圧送電を想定 ）

【開業費】＝発電所建設費の10%
（2018年の初期費用の結果幅：4.91～128.14万円/kW）

（2030年以降の初期費用＝2018年の初期費用×1.63）

【寿命】100年

【O&M固定費】＝発電所建設費の1.67%
（O&M固定費の結果幅：0.74～1.75万円/kW/年）

環境省ポテンシャル調査、

発電コスト検証WG【再生可能エネルギー】

（令和3年4月）を参考に設定

※中小水力発電所建設費は発電所建物、

取水ダム、取水口、沈砂池、開きょ、水圧管

路、放水口、機械装置基礎、電気設備工事

費を含む。

大規模水力 - - 新設発電所はD-TIMES上に考慮なし -

地熱発電 - - 新設発電所はD-TIMES上に考慮なし -

バイオマス発電 -

351ノード

（固定費、

燃料費は全

国共通）

固定費は1コスト分

類

【初期費用】2018年に40万円/kW
（2030年以降の初期費用＝2018年の初期費用×0.69）

【O&M固定費】2018年の初期費用の3%（1.2万円/kW/年）

【寿命】25年
発電コスト検証WG【再生可能エネルギー】

（令和3年4月）を参考に設定輸入バイオマスは1
コスト分類

国産バイオマスは

17コスト分類

【燃料費】輸入：24.29億円/TWh、国産：6.17～17.78億円/TWh
【発電効率】20%

注：ここでは新設発電所のみを整理。既設発電所は別途モデル上に考慮。

LCOEコスト (円/kWh)＝固定費(円/kW) ÷（設備寿命 (年)×設備利用率×年間時間数 (h) ）＋変動費(円/kWh)
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シミュレーションにおける再エネ発電コストの入力方法（詳細）

【再エネ設置コストの内訳及び重要因子の整理】

発電技術 地域区分 設備利用率分類 設備利用率 出所

太陽光発電

①住宅系建築物及び商

業系建築物

（1分類）

351ノード （なし）
市区町村ごとの発電量係数（日射量）

を用いて算定。ノードごとに集計。

環境省ポテンシャル調査

（NEDO日射量データベースを

活用している）

②公共系建築物、

③発電所・工場・物流施

設、

④低・未利用地、

⑤農地

（4分類）

47都道府県 （なし）
都道府県ごとの発電量係数（日射量）

を用いて算定。

陸上風力発電 351ノード
各ノードに風速11分

類

メッシュ単位に風車のパワーカーブと平均風

速出現率より設備利用率を算定。ノードご

とと風速区分ごとに集計。

環境省ポテンシャル調査

（WinPASデータを活用してい

る）

洋上風力発電 351ノード
各ノードに風速11分

類

メッシュ単位に風車のパワーカーブと平均風

速出現率より設備利用率を算定。ノードご

とと風速区分ごとに集計。

環境省ポテンシャル調査

（WinPASデータを活用してい

る）、NEDO「NeoWins」（洋

上風況マップ）

水力発電
中小規模水力 351ノード

各ノードにコストを5分

類に集計

河川単位に流況曲線（河川流量デー

タ）より設備利用率を算定。ノードごととコ

スト分類ごとに集計。

環境省ポテンシャル調査

大規模水力 - - 新設発電所はD-TIMES上に考慮なし -

地熱発電 - - 新設発電所はD-TIMES上に考慮なし -

バイオマス発電 - 全国値 （なし）
電力需給状況より内生的に計算（最大

70%）
-

LCOEコスト (円/kWh)＝固定費(円/kW) ÷（設備寿命 (年)×設備利用率×年間時間数 (h) ）＋変動費(円/kWh)
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◼試算に当たっては、デロイトにて下記の前提条件の下でシミュレーションを実施

◼ 2050年カーボンニュートラルの実現を前提

➢ コスト最小化ケース

• カーボンニュートラル社会実現に向けて再生可能エネルギー・再稼働原子力発電所・火力発電所を活用し、

コストが最小化になるケースを検討

◼上記ケースの検討にあたっては、制約条件を設けずに、導入ポテンシャルやコスト情報、系統情報をインプットデータとして、内生的

に最適な電源構成を試算

◼また、需給調整機能として系統増強を検討するとともに、発電側では蓄電池（EV含む）、揚水及び水素による余剰吸収、

需要側ではコージェネによる下げDRも含め検討
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デロイト試算における前提条件（概要）

【シミュレーションに基づいたLCOEでのコスト試算】

2050年のカーボンニュートラルに向けて、CO2削減目標に合わせて最適化計算するケースで
シミュレーションを実施

シナリオ名 CO2削減目標 再エネ導入量

◼ コスト最小化ケース
• 2030年 46%削減 (2013年比)
• 2050年 カーボンニュートラル

コスト最小化の条件の下、内生的に算出
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デロイト試算における前提条件（CO2削減目標、発電）

【シミュレーションに基づいたLCOEでのコスト試算】

2050年のカーボンニュートラルに向けて、CO2削減目標に合わせて最適化計算するケースで
シミュレーションを実施

前提条件 詳細 参照元

制約条件：CO2削減目標

◼ 2030年 46%削減 (2013年比)
◼ 2050年 カーボンニュートラル

※森林吸収源、農地土壌炭素吸収源、都市緑化による吸収量目
標4,770万t-CO2を考慮

◼ 環境省：2018年度（平成30年度）の温

室効果ガス排出量（確報値）

◼ 環境省「地球温暖化対策計画」（2021年

10月）

発電

再エネ導入可能量 ◼ CO2削減目標に合わせてコスト最小化計算
◼ 環境省や経済産業省の日射量情報や風況

マップを基に作成

再エネ

コスト

太陽光

◼ 現状の初期費用：住宅用太陽光30～40万円/kW
➢ 2030年以降の初期費用：20.1～26.8万円/kW

◼ 現状の初期費用：メガソーラー等28～43万円/kW
➢ 2030年以降の初期費用：13.7～21.1万円/kW

◼ コストWG：発電コスト検証ＷＧ【再生可能

エネルギー】（令和3年4月）

洋上風力
◼ 現状の初期費用：46.63～58.8万円/kW

➢ 2030年以降の初期費用：42.0～52.9万円/kW

陸上風力
◼ 現状の初期費用：25～41.28万円/kW

➢ 2030年以降の初期費用：23.0～38.0万円/kW

水力
◼ 現状の初期費用：4.91～128.14万円/kW

➢ 2030年以降の初期費用：8.0～208.9万円/kW

原子力
◼ 60年廃炉と設定

◼ 再稼働あり、ただし建て替えなし
－

火力＋CCS
◼ CCS付き火力でリプレースありと設定

◼ CCSの貯留量は2050年：91MtCO2を上限として設定

◼ RITE：2050年カーボンニュートラルのシナリオ

分析（中間報告）
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デロイト試算における前提条件（エネルギー需要、エネルギーインフラ・貯蔵、燃料）

【シミュレーションに基づいたLCOEでのコスト試算】

2050年のカーボンニュートラルに向けて、CO2削減目標に合わせて最適化計算するケースで
シミュレーションを実施

前提条件 詳細 参照元

エネルギー

需要

家庭部門 ◼ 都道府県毎の人口推移を基に計上 ◼ 国土交通省：1kmメッシュ別将来推計人口

産業部門
◼ 業種別にサービス単位で計上（鉄鋼、化学、食品煙草、繊維…等）

◼ 産業部門の非電力需要は検討対象外

◼ 省エネ効果（2050年まで毎年1%）を考慮

◼ 省エネルギーセンター：エネルギー・経済統計要

覧（EDMC）業務部門
◼ 用途別にサービス単位で計上（冷房、暖房、給湯、厨房、動力他）

◼ 延床面積に都道府県毎のGDPを考慮

運輸部門
◼ 車両をサービス単位で計上（貨物はトンキロ、旅客は人キロ試算）

◼ 都道府県毎の人口推移を考慮

エネルギー

インフラ・貯蔵

系統
◼ 一次変電所（上位から2つ目）までの変電所の系統容量を考慮

◼ 系統拡張も考慮（拡張コスト（20万円/MW/km））

◼ OCCTO：データベースおよび広域系統長期方

針＜参考資料＞

蓄電池 ◼ 15万円/kW・耐用年数10年を考慮
◼ 資源エネルギー庁：新エネルギーシステム課「定

置用蓄電池の価格低減スキーム」

揚水発電 ◼ 現状設備より変化なし ◼ 資源エネルギー庁：電力調査統計

燃料

水素
◼ 国内生産水素のみ（輸入水素導入なし）

◼ 水素コストは余剰電力を活用するとして内生的に計算（グリーン水素

のみ）

－

化石燃料
◼ 石炭：68$/tonne(2025)、61$/tonne(2040)
◼ 原油：57$/barrel(2025)、53$/barrel(2040)
◼ 天然ガス：5.4$/Mbtu(2025)、5.7$/Mbtu(20540)

◼ IEA：World Energy Outlook 2020

アンモニア ◼ 2050年に3,000万トンまで導入
◼ 燃料アンモニア導入官民協議会：燃料アンモ

ニア導入官民協議会中間取りまとめ







Member of
Deloitte Touche Tohmatsu Limited© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

デロイト トーマツ グループは、日本におけるデロイト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワークのメンバーであるデロイト トーマツ合同会社ならびにそのグループ法人（有限責

任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およびデロ

イト トーマツ コーポレート ソリューション合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは、日本で最大級のプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適

用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。また、国内約30都市以上に1万5千名を

超える専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト（ www.deloitte.com/jp ）をご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して“デロイトネッ

トワーク”）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte Global”）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体であり、第三者に

関して相互に義務を課しまたは拘束させることはありません。DTTLおよびDTTLの各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為についてのみ責任を負い、互いに

他のファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTLはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/about 

をご覧ください。

デロイト アジア パシフィック リミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法

的に独立した別個の組織体であり、アジア パシフィックにおける100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、大

阪、ソウル、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザリー、税務、法務などに関連する最先端のサービスを、Fortune Global 

500®の約9割の企業や多数のプライベート（非公開）企業を含むクライアントに提供しています。デロイトは、資本市場に対する社会的な信頼を高め、クライアントの変革と繁栄を

促し、より豊かな経済、公正な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率先して取り組むことを通じて、計測可能で継続性のある成果をもたらすプロフェッショナルの集団です。

デロイトは、創設以来175年余りの歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活動を展開しています。“Making an impact that matters”をパーパス（存在理由）として標榜する

デロイトの約345,000名のプロフェッショナルの活動の詳細については、（ www.deloitte.com ）をご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームお

よびそれらの関係法人（総称して“デロイトネットワーク”）が本資料をもって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務または事業に影響を与えるような

意思決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本資料における情報の正確性や完全性に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いませ

ん）をするものではありません。またDTTL、そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、本資料に依拠した人に関係して直接または間接に発生したいかな

る損失および損害に対して責任を負いません。DTTLならびに各メンバーファームおよびそれらの関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。



頁 図表番号 タイトル

仕様1 : 諸外国におけるエネルギー需要側のカーボンニュートラル戦略の調査

22 1 欧州鉄鋼連盟によるシナリオ分析（2050年95％削減）

40 2 LafargeHolcim社の事業戦略の概要

仕様2 : 産業部門における熱需要の実態調査・分

69 3 ナフサ分解のイメージ

69 4 分留工程のイメージ

73 5 セメントの製造工程

77 6 パルプ・板紙の製造工程

81 7 常圧蒸留工程の温度帯

81 8 精製過程の詳細

85 9 銅精錬工程

87 10 リサイクル含めた鉛の精錬工程

89 11 電気亜鉛の精錬工程

91 12 アルミニウムの精錬工程

91 13 アルミニウムのリサイクルフロー

95 14 フロート法による板ガラス製造のイメージ

仕様3 : 国内外のエネルギーコストに関する調査・分析

（該当なし）

仕様4 : 国内外のエネルギーコストに関する調査・分析

124 15 ドイツの産業部門向け電力価格の内訳と推移（ドイツ・産業部門・16万～2,000万kWh/年）（単位：€セント/kWh）

125 16 ドイツの「EEG賦課金」（再エネ賦課金）の減免措置の適用状況について（ドイツ・産業部門）

126 17 ドイツの産業部門向け電力価格の幅について（ドイツ・産業部門・1億kWh/年以上の大口需要家）（単位：€セント/kWh）

134 18 IEAにおける電力価格の将来予測

仕様5 : 再生可能エネルギーコスト ポテンシャル試算のためのデータ整備

（該当なし） （該当なし）

188 <Confidential>

二次利用未承諾リスト

報告書の題名
令和３年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（脱炭素

化が産業活動へ与える影響に関する分析・調査支援事業）調査報告書

委託事業名
令和３年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業

（脱炭素化が産業活動へ与える影響に関する分析・調査支援事業）

受注事業者名 デロイトトーマツコンサルティング合同会社


